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（様式１）

事業一覧表
※「重点」欄は第２次菊川市総合計画実行計画における重点事業を示しています。

※「備考」欄のＲ４からの繰越分は「予算現額」「支出済額」に含まれています。また、Ｒ６への繰越分は「予算現額」に含まれています。

重点 執行率

（○印） Ｒ５ Ｒ６ （％）

1 1 1 0001 議員報酬等費 会議監 32 2 議事局 議事局 105,825,000 105,524,534 99.7%

1 1 1 0002 政務活動費 会議監 32 3 議事局 議事局 1,700,000 1,608,540 94.6%

1 1 1 0003 公用車管理費(議会事務局) 会議監 32 4 議事局 議事局 131,000 118,428 90.4%

1 1 1 0004 議会情報発信費 会議監 32 5 議事局 議事局 8,831,000 8,263,987 93.6%

1 1 1 0006 議会会議費 会議監 32 6 議事局 議事局 3,918,000 3,740,377 95.5%

1 1 1 0007 議会研修等負担金 会議監 32 7 議事局 議事局 1,010,000 885,050 87.6%

2 1 3 0001 財政調整基金費【会計課】 会議監 39 8 会計課 会計課 772,000 770,725 99.8%

2 1 4 0001 会計管理費 会議監 39 9 会計課 会計課 4,328,000 4,318,958 99.8%

2 1 4 0002 会計管理総務費 会議監 39 10 会計課 会計課 2,445,000 2,440,634 99.8%

2 6 1 0001 監査費 会議監 53 11 監委事 監委事 1,320,000 1,320,000 100.0%

2 6 1 0002 監査事務費 会議監 53 12 監委事 監委事 505,000 454,766 90.1%

12 1 2 0002 一時借入金利子償還費（一般会計） 会議監 128 13 会計課 会計課 125,000 3,974 3.2%

部名称款 項 目 事業 事業名称 決算書頁
担当課

予算現額（円） 支払済額（円） 備　　　考概要書頁

1



（様式２） 2

令和 5 年度 001 一般会計

現年

款 01 項 01 目 01

＜総合計画における位置づけ＞

77

2

3

＜事業の目的＞

01 16

02 17

03 18

04 19

＜事業の概要＞ 05 20

06 21

07 22

08 23

09 24

10 25

11 26

＜事業実施内容＞ 12 27

13

14

15

【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

0

繰出金

予備費

0 0

0

0 0

歳出決算事業概要書

0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0 0

積立金

投資及び出資金

0

0

本年度決算額

前年度決算額

104,276,615

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 99.7%0 0

0

0

105,825,000 105,524,534

0

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0

0

0

扶助費

62,580,000

0 0

21,745,000 21,722,802

0 0

0

0

1,247,919

0

0

0

0

決算

その他

重点

議会費 議会事務局

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

(単位：円)

議員報酬等費

104,276,615

0104010000-0000所属議会費 議会費

105,825,000 105,524,534一般財源

災害補償費

職員手当等

19,499,000

0 0

62,820,000

1,722,732

事　業 0001

議員活動の支援の実施

現職議員の支援

本年度予算現額 本年度決算額 節

0

節

【事業費内訳】

1,761,000旅費

差引額

△ 300,466

0

0

0

0

0

105,825,000 105,524,534

貸付金

負担金､補助及び交付金

本年度予算現額

報償費 償還金､利子及び割引料

長期療養の議員がいたため、報酬額の変更が生じたが、報酬及び期末手当、費用弁償とも適切に処理し、

決められた支給日に支払いをすることができた。

議員に対し、条例で定められた報酬及び期末手当、費用弁償を適切に支給する。

議員活動の対価として菊川市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例に基づき、報酬、期末手当、

費用弁償等を支給する。

地方自治法第203条の規定に基づき、議員に対する報酬、期末手当及び費用弁償を支給する。

役務費 公課費

施策 0

1,247,919

00

0

0

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

0

県支出金

地方債

0

0

0

恩給及び退職年金 0

委託料 0

0

△ 300,466

19,499,000共済費

0 0

0

0 0

議会基本条例第20条に基づき、改選前の年度（令和６年度）に議会アンケートなどの結果を基に、議員定数議

員報酬の検討を行い、必要となれば条例改正議案を提出する。

議員から報酬の見直しの声が上がる中、議会基本条例第20条に基づき、議会市民アンケートや市議会の活動状

況、人口等を踏まえた他市議会の報酬額を調査し、報酬額の検討を行う必要がある。



（様式２）

令和 5 年度 001 一般会計

現年

款 01 項 01 目 01

＜総合計画における位置づけ＞

77

2

2

＜事業の目的＞

01 16

02 17

03 18

04 19

＜事業の概要＞ 05 20

06 21

07 22

08 23

09 24

10 25

11 26

＜事業実施内容＞ 12 27

13

14

15

【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

0 0

0 0

繰出金

予備費

0 0

0

0 0

歳出決算事業概要書

0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0 0

交付後の政務活動費支出状況の確認を四半期ごとに通知し、計画的な活用ができているか確認し、指導できる

部分は指導することにより、交付した政務活動費の有効活用を促す。また、議会改革として、各会派ではなく

個人支給とするべきとの意見もあるため、引き続き検討していく必要がある。

本年度５月からコロナウイルス感染症の分類が変わり、コロナ禍前の日常に移行したことに伴い、研修会、先

進地視察、調査活動等については、積極的に政務活動費を活用しているが、より計画的な活動スケジュール等

を立て活動する意識向上が課題であると考えられる。

(単位：円)

政務活動費

節 本年度予算現額 本年度決算額

1,700,000 1,608,540

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 94.6%0 0

0

0

1,700,000 1,608,540

0

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0

0 0

1,700,000 1,608,540

0

0

0

571,010

事　業 0002

議員活動の支援の実施

会派活動の支援

本年度予算現額 本年度決算額 節

0

0 0

0

災害補償費

職員手当等

0 0

0

0

0

1,700,000 1,608,540

貸付金

負担金､補助及び交付金

決算

その他

重点

議会費 議会事務局

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

施策 0

571,010

00

0

0

0104010000-0000所属議会費 議会費

差引額

△ 91,460

0

0

積立金

投資及び出資金0

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

0

県支出金

地方債

前年度決算額

1,037,530

0

0

0

0

1,037,530

報償費 償還金､利子及び割引料

恩給及び退職年金 0

委託料 0

0

【事業費内訳】

0旅費

0

0 0

一般財源

扶助費

0

0 0

0 0

△ 91,460

0共済費

0 0

政務活動費の申請に対し適切な事務処理を行い滞りなく交付することができた。

議員の調査研究、その他の活動に資するため必要な経費の一部として、申請に対し一人当たり100,000円を

交付する。

議員の調査研究、その他の活動に資するため必要な経費の一部として、菊川市議会政務活動費の交付に関

する条例に基づき、議会における会派又は会派に所属していない議員に対して政務活動費を交付する。

議員の調査研究、その他の活動に資するため必要な経費の一部として、政務活動費を交付する。

役務費 公課費

3



（様式２） 4

令和 5 年度 001 一般会計

現年

款 01 項 01 目 01

＜総合計画における位置づけ＞

77

2

1

＜事業の目的＞

01 16

02 17

03 18

04 19

＜事業の概要＞ 05 20

06 21

07 22

08 23

09 24

10 25

11 26

＜事業実施内容＞ 12 27

13

14

15

【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

0

0 0

繰出金

予備費

0 0

0

131,000 118,428

節

0

0 0

0

153,696

0

0

0

0

153,696

0

0

0

歳出決算事業概要書

0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

0

0

0

△ 35,268

事　業 0003

議員活動の支援の実施

正副議長の活動支援

本年度予算現額 本年度決算額

他市議会と違い、事務職員が運転手を行っているなか、議長車の管理や議長送迎等を行う職員（会計年度任用

職員等）を専属で配置することにより、議長車の稼働、事務職員の時間内での事務時間の確保が見込まれる。

執行部から議長車の必要性が問われている。他市のように専属の運転手がいない中、職員が対応せざるを得

ず、運転手として対応している時間は事務を行うことができないことが課題である。

(単位：円)

公用車管理費(議会事務局)

節 本年度予算現額 本年度決算額

131,000 118,428

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 90.4%0 0

0

0

131,000 118,428

0

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0

決算

その他

重点

議会費 議会事務局

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

施策 0

△ 35,268

00

0

0

0104010000-0000所属議会費 議会費

県支出金

地方債

前年度決算額

報償費 償還金､利子及び割引料

恩給及び退職年金 0

委託料 0

0

【事業費内訳】

0旅費

0

0 0

一般財源

災害補償費

職員手当等

0共済費

0

差引額

△ 12,572

0

0

0

0

0

131,000 118,428

貸付金

負担金､補助及び交付金

扶助費

0

0 0

0 0

△ 12,572

0

0 0

議長車の点検等を定期的に行うことで、正副議長が出席する会議等への送迎を行うことができた。

正副議長を対象とした市外で開催される会議等へ参加するため、議長車で送迎を行うことから、公務に支

障が無いよう、議長車の適切な維持管理（点検・車検等）を行う。

普通車１台の適正な維持管理

議長の公務活動に必要な車両を適正に維持管理する。

役務費 公課費

積立金

投資及び出資金0

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

0

0



（様式２）

令和 5 年度 001 一般会計

現年

款 01 項 01 目 01

＜総合計画における位置づけ＞

77

1

2

＜事業の目的＞

01 16

02 17

03 18

04 19

＜事業の概要＞ 05 20

06 21

07 22

08 23

09 24

10 25

11 26

＜事業実施内容＞ 12 27

13

14

15

【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書

0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

0

8,831,000 8,263,987

0

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0

0 0

0 0

繰出金

予備費

0 0

0

1,461,000 1,379,094

0

0

8,831,000 8,263,987

貸付金

負担金､補助及び交付金

扶助費

ホームページや議会公式Facebookなど、様々な情報発信ツールがある中、必要な情報を精査することにより

事務量の減を図る。特にホームページは、掲載方法を工夫することにより、更新回数の減や見易さの向上が見

込まれるため、掲載方法の工夫に取り組む。

ホームページの更新回数が多く事務に苦慮している。また、令和３年度下半期からFacebookでの情報発信を

開始したため、さらに事務量が増加している。開かれた議会を目指すため、情報発信は必要であるが、発信す

る内容等の精査、どのような事務処理を行うか課題である。

(単位：円)

議会情報発信費

節 本年度予算現額 本年度決算額

8,831,000 8,263,987

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 93.6%0 0

6,884,893

0

0 0

0

0

0

389,480

事　業 0004

開かれた議会の推進

議会情報の公開

本年度予算現額 本年度決算額 節

0

0 0

0

決算

その他

重点

議会費 議会事務局

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

施策 0

389,480

00

0

0

0104010000-0000所属議会費 議会費

差引額

△ 567,013

0

0

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

0

県支出金

地方債

前年度決算額

7,874,507

0

0

0

0

7,874,507

報償費 償還金､利子及び割引料

恩給及び退職年金 0

委託料 7,370,000

0

【事業費内訳】

0旅費

0

0 0

一般財源

災害補償費

職員手当等

0

0

0 0

0 0

共済費

△ 567,013

0

積立金

投資及び出資金

0

0 0

0 0

本会議の映像配信22日分、本会議の会議録掲載22日分、議会だより４回発行、議会公式Facebookへの投

稿41回、ホームページを142回更新し、議会の情報を広く発信することができた。

議会の公正性及び透明性を確保するため、本会議の映像配信及び会議録の掲載を行うとともに、議会活動

をより広く市民に周知するための議会だよりの発行など、議会の内容等の情報発信を行う。

本会議及び常任委員会の会議録作成に伴う反訳業務の委託、年４回の本会議の映像配信業務、年４回の議

会広報誌の発行業務を行い、議会の情報を広く発信する。

議会の公正性及び透明性を確保するため、議会の情報発信を行い、市民に開かれた議会を目指す。

役務費 公課費

5



（様式２） 6

令和 5 年度 001 一般会計

現年

款 01 項 01 目 01

＜総合計画における位置づけ＞

77

1

1

＜事業の目的＞

01 16

02 17

03 18

04 19

＜事業の概要＞ 05 20

06 21

07 22

08 23

09 24

10 25

11 26

＜事業実施内容＞ 12 27

13

14

15

【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

0

0 0

繰出金

予備費

200,000 119,698

990,000

163,000 112,519

△ 27,560,979

議会事務局

0

△ 27,560,979

00

0

0

0104010000-0000所属

歳出決算事業概要書

0

0 0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0

積立金

投資及び出資金

0

395,000 361,618

0 0

0

0

0

事　業 0006

開かれた議会の推進

本会議・委員会等の運営

本年度予算現額 本年度決算額

引き続き議会改革を推進し、議会運営や議会活動の向上を図る。また、議会のICT化を推進することにより、

議員又は議会の活動の幅が広がり質の高い活動が見込まれる。急速に貼発展している生成AIによる議事録作成

などICTの活用により、より良い活動の推進が見込まれるため、今後も継続して取り組んでいく。

ペーパレス会議システムへ保存されたデータの保存期間をどのようにしていくかについては引き続き検討して

いく課題である。また、議会運営に当たり、議会改革を推進し、新たな取り組みを行ったが、今後も議会改革

に基づく改革項目が実施されることとなった場合には、事務の煩雑化が見込まれる。

(単位：円)

議会会議費

節 本年度予算現額 本年度決算額

3,918,000 3,740,377

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 95.5%0 0

107,250

990,000

3,918,000 3,740,377

1,598,000

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0

0

452,182

決算

その他

重点

議会費

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

施策

議会費 議会費

前年度決算額

31,301,356

0

0

0

0

31,301,356

報償費 償還金､利子及び割引料

恩給及び退職年金 0

委託料 108,000

0

【事業費内訳】

464,000旅費

0

0 0

一般財源

災害補償費

0共済費

0

0

節

0

職員手当等

0

0 0

こども議会は実施の仕方を変更し実施し、行政視察ついては、コロナ禍明けとなり、多くの自治体からの

受け入れを行い、情報交換を行った。会議に関しては、議会が主催するすべての会議においてペーパーレ

ス化が図られた。また、法改正に伴う条例制定など、議員及び議会の活動支援や議会運営を実施すること

ができた。

本会議・常任委員会等におけるペーパーレス会議の実施、こども議会の開催、行政視察受け入れ対応な

ど、議員及び議会の活動支援、適正な議会運営を図るため各種事務処理を行う。

こども議会の開催、ペーパーレス会議の運営、他市議会視察受け入れなど、議員、議会活動の支援や、円

滑な議会運営を行う。

議員及び議会の活動の支援、円滑かつ適正な議会運営を図る。

役務費 公課費

差引額

△ 177,623

0

0

0

0

0

3,918,000 3,740,377

貸付金

負担金､補助及び交付金

扶助費

0

0 0

0 0

△ 177,623

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

1,597,110

県支出金

地方債
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＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

0104010000-0000所属議会費 議会費

0 0

0 0

繰出金

予備費

0 0

258,390

0 0

0 0

歳出決算事業概要書

原子力勉強会については、今後どのような内容の知識習得を行うか議会として協議し組み立てること、議員研

究会の講師派遣料については、全国市議会議長会が定める標準講師料（交通費宿泊費は別）と同額を予算計上

し、議員が求める知識向上が図れる研修を行う。

浜岡原子力発電所の再稼働に関する意見書に基づく原子力勉強会については、意見書提出から数年が経過し、

新たに計画する勉強会を組み立てるのが困難になってきたことや、議会基本条例に基づく議員勉強会の講師派

遣料が10万円であるため予算内で講師を招致（リモート含む）することが難しいことが課題である。

(単位：円)

議会研修等負担金

節 本年度予算現額 本年度決算額

1,010,000 885,050

決算比較額

報酬 公有財産購入費

給料 備品購入費

執行率 87.6%0 0

0

259,000

1,010,000 885,050

0

補償、補填及び賠償金

0 0 合計

0 0

0 0

寄附金

0

0 0

0 0

0 0

0 0

積立金

投資及び出資金

0

0 0

651,000 608,000

0

0

0

△ 70,790

事　業 0007

議員活動の支援の実施

現職議員の支援

本年度予算現額 本年度決算額 節

0

決算

その他

重点

議会費 議会事務局

0 0

0

基本目標

政策

市民の代表である市議会議員の活動が円滑かつ適正に行われるとともに、効率的で開かれた議会の運営ができる環境の充実

区分

事業費

国庫支出金財

源

内

訳

本年度決算額本年度予算現額

施策 0

△ 70,790

00

0

0

工事請負費

原材料費

使用料及び賃借料

交際費

需用費

0

県支出金

地方債

前年度決算額

955,840

0

0

0

0

955,840

報償費 償還金､利子及び割引料

恩給及び退職年金 0

委託料 0

0

【事業費内訳】

19,000旅費

0

81,000 0

一般財源

災害補償費

0共済費

職員手当等

0

0 0

0

18,660

県市議会議長会が主催する議員研修会はコロナウイルスのまん延に伴い中止であったが、議会基本条例第

14条に基づく議員研究会を１回開催し、デジタル庁の職員を講師とし、ＤＸにおける施策の概要について

の知識向上が図れた。

原子力勉強会については、第１回目を日本原燃㈱原子燃料サイクル施設（青森県六ケ所村）及び東北電力

㈱女川原子力発電所地域総合事務所の視察を７月に実施し、原子燃料サイクルや原子力施設における防災

等について、また第２回目を資源エネルギー庁の職員を講師とし、ＧＸの施策について学び、議員の知識

向上が図られた。

県市議会議長会が主催する議員研修会への参加、菊川市議会が主催する浜岡原子力発電所再稼働に関わる

意見書に基づく原子力勉強会、議会基本条例第14条に基づく議員研究会を開催し、議員の知識向上を図

る。

議会運営委員会・常任委員会の視察研修を実施し、調査事件に係る情報収集、及び議会の運営と市政各般

の事項を調査研究する。

他の市議会等との情報交換や交流のため、各市議会議長会や協議会に参加する。

調査事件に係る情報収集、及び議会の運営と市政各般の事項を調査研究することや、各市議会議長会や協

議会に参加し、他の市議会等との情報交換や交流を図る。

役務費 公課費

差引額

△ 124,950

0

0

0

0

0

1,010,000 885,050

貸付金

負担金､補助及び交付金

扶助費

0

0 0

0 0

△ 124,950

7
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

事　業 0001 財政調整基金費【会計課】 重点

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

総務費 総務管理費 財政管理費 所属 0102010100-0000 会計課

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 772,000 770,725 △ 1,275 29,612 741,113

基本目標 行政活動に伴う債権・債務処理が、適正かつ効率的に行われるようにする 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

政策 公金の管理及び運用 県支出金 0 0 0 0 0

施策 確実、安全確保を基本に、公金を管理運用する 地方債 0 0 0 0 0

その他 759,000 770,878 11,878 29,612 741,266

一般財源 13,000 △ 153 △ 13,153 0 △ 153

確実、安全確保を基本に公金を管理するため、財政調整基金事業において、財政調整基金等の管理及び指

定金融機関等との調整・検査を行い、健全な財政運営を図る。

【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 0 0 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等 0 0 負担金､補助及び交付金 0 0

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

財政調整基金及び減債基金の満期時期等の管理や指定金融機関との出納事務を円滑に進めるための調整並

びに検査（年１回・３件）を行う。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 0 0

旅費 0 0 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 772,000 770,725

需用費 0 0 寄附金 0 0

役務費 0 0 公課費 0 0

委託料 0 0 繰出金 0 0

①市の指定金融機関等３件に対して金融機関検査を実施し、監査委員へ報告した。

②確実、安全確保を基本に公金を管理運用する目的のため、各課からの月別収入予定額・支出予定額の報

告により毎月の資金計画を策定し、基金の運用及び資金調達を実施した。

使用料及び賃借料 0 0 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 772,000 770,725

原材料費 0 0 執行率 99.8%

・出納整理期間等の現金が少ない時期の支払いにおいても、適正な公金の運用管理を行う必要がある。

・精度の高い資金計画を策定するため、各所属からの報告を漏れのないよう受ける必要がある。

①市の指定金融機関等に対して金融機関検査を実施し、経営状況の把握や市税等の収入日計処理方法等の

相互確認ができた。

②毎月資金計画を策定し基金の運用及び資金調達を行い、適正に出納事務を実施した。

月々の資金計画から支払予定額の状況を的確に把握し、各金融機関からの回金処理や基金の繰替運用などを適

正に行う。
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

総務費 総務管理費 会計管理費 所属 0102010100-0000 会計課

事　業 0001 会計管理費 重点

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 4,328,000 4,318,958 △ 9,042 3,833,322 485,636

基本目標 行政活動に伴う債権・債務処理が、適正かつ効率的に行われるようにする 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 16,491 △ 16,491

政策 適正な歳入・歳出処理 県支出金 0 0 0 0 0

施策 公金の歳入・歳出事務を適正に処理する 地方債 0 0 0 0 0

その他 198,000 161,716 △ 36,284 179,997 △ 18,281

一般財源 4,130,000 4,157,242 27,242 3,636,834 520,408

公金の歳入・歳出等の会計業務に関して、会計管理事業において、関係調書の審査・確認や決算書の調製

等を実施し、適正な事務の執行を図る。

【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 0 0 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等 0 0 負担金､補助及び交付金 0 0

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

関係調書の審査・確認及び是正指導を行い、不備調書の削減に努めるとともに、決算書の調製及び法定調

書作成等の処理を行う。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 0 0

旅費 0 0 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 0 0

需用費 225,000 223,822 寄附金 0 0

役務費 3,747,000 3,743,356 公課費 0 0

委託料 299,000 297,000 繰出金 0 0

①会計事務処理の適正執行を図るため、市税等の歳入及び歳出に関する事務処理や歳入歳出外現金の出納

管理を実施した。

②令和４年度決算書を調製し議会へ上程した。

③法定調書作成事務については、対象者へ源泉徴収票の送付を行い、税務署や各市町への提出分は電子申

告により対応した。

使用料及び賃借料 57,000 54,780 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 4,328,000 4,318,958

原材料費 0 0 執行率 99.8%

・令和６年度からの指定金融機関の公金取扱手数料の有料化に伴い、手数料の件数と金額を把握する必要があ

る。

・公金取扱手数料をできるだけ抑えるため、各所属へ削減に向けた取り組みの依頼や削減方法の周知を行う必

要がある。

・各金融機関の公金取扱手数料の増額が見込まれるため、情報収集等の対応が必要である。

①一般会計、特別会計（病院事業会計を除く）の歳入及び歳出に関する会計事務について、諸規定に基づ

き適正に執行し、歳入歳出外現金の出納管理を実施した。

②令和４年度決算書を議会へ上程し、可決された。

③法定調書作成事務について、期日までに処理を完了した。

・公金取扱手数料をできるだけ抑えるため、歳入については、各所属に税金等の納付方法を口座振替にするこ

との推奨や手数料等の納付書発行枚数の削減の協力を求め、歳出については、支払方法を取扱手数料が少額の

口座振込を選択することを推奨し、確実に完了できるよう調書の審査・確認を強化する。

9
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

総務費 総務管理費 会計管理費 所属 0102010100-0000 会計課

事　業 0002 会計管理総務費 重点

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 2,445,000 2,440,634 △ 4,366 2,439,483 1,151

基本目標 行政活動に伴う債権・債務処理が、適正かつ効率的に行われるようにする 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

政策 適正な会計事務処理 県支出金 0 0 0 0 0

施策 適正な会計事務処理のレベル向上を図る 地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 2,445,000 2,440,634 △ 4,366 2,439,483 1,151

適正な会計事務処理のレベル向上を図るため、会計管理総務事業において、研修会等に参加することによ

り会計事務に係る知識を習得し、会計業務の円滑化と効率化を図る。

【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 2,043,000 2,039,170 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等 402,000 401,464 負担金､補助及び交付金 0 0

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

研修等の参加により事務処理方法等の把握及び情報交換による知識の習得に努め、職員の事務処理能力向

上や効率化を図る。また、各課会計事務担当者への適切な周知・指導を行うことにより、会計事務処理を

円滑に行う。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 0 0

旅費 0 0 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 0 0

需用費 0 0 寄附金 0 0

役務費 0 0 公課費 0 0

委託料 0 0 繰出金 0 0

・会計事務処理の適正執行を確保するため、歳出・歳入調書の審査事務を行った。

・会計処理について課内で確認を行い、各種マニュアルを更新した。

・不備調書の件数を毎月集計し、年３回集計結果を通知することにより注意喚起を行った。

・会計課会計年度任用職員１名分の報酬及び期末勤勉手当を支出した。

使用料及び賃借料 0 0 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 2,445,000 2,440,634

原材料費 0 0 執行率 99.8%

・市政事務研究会等がウェブや紙面開催となり、他市の担当者との交流及び詳細な情報交換を行うことができ

なかった。

・不備調書件数が多いため差戻し等指導に時間を要し、支払事務に支障をきたすことがある。

・静岡県市政事務研究会（会計部会）がウェブ開催となったが、他市の事務処理方法の把握・研究ができ

た。

・適正な会計事務処理を行うため、不備調書等の指導や全庁への注意喚起を行うことにより、期限内の支

払事務を完了した。

適正かつ的確な会計処理を継続して行うため、係員の専門的な知識の向上を図り、不備調書の削減に繋がるよ

う随時周知・指導を行う。
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

総務費 監査委員費 監査委員費 所属 0105010000-0000 監査委員事務局

事　業 0001 監査費 重点

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 1,320,000 1,320,000 0 1,320,000 0

基本目標 公正で合理的かつ効率的な行財政運営に資する 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

政策 適正な監査等の実施 県支出金 0 0 0 0 0

施策 定期監査・決算審査等の実施 地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 1,320,000 1,320,000 0 1,320,000 0

公正で合理的かつ効率的な行政運営を図るため、適正な監査・検査・審査を実施する。 【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 1,320,000 1,320,000 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等 0 0 負担金､補助及び交付金 0 0

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

定期監査、財政援助団体等の監査、例月出納検査、決算審査等を実施する識見監査委員と議会選出監査委

員の報酬。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 0 0

旅費 0 0 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 0 0

需用費 0 0 寄附金 0 0

役務費 0 0 公課費 0 0

委託料 0 0 繰出金 0 0

定期監査、財政援助団体等監査、例月出納検査、決算審査、健全化判断比率等審査を実施した。また、各

結果を議会及び市長等に提出し公表した。

使用料及び賃借料 0 0 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 1,320,000 1,320,000

原材料費 0 0 執行率 100.0%

各監査調書や資料の提出が紙のため、データ提出に移行していく必要がある。ただし、データの場合はメモ等

を書き込めない等の難点があるため、慎重に進める必要がある。

監査計画に基づき、計画的な監査・検査及び審査を実施し、公正で合理的かつ能率的な市の運営確保に繋

がった。 紙での提出部数を現在の４部から監査委員用と事務局合わせて３部とし、紙の削減に繋げる。また、刊行物や

資料についても可能なものはデータでの提出に変更し作成時間等の短縮に繋げる。
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

総務費 監査委員費 監査委員費 所属 0105010000-0000 監査委員事務局

事　業 0002 監査事務費 重点

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 505,000 454,766 △ 50,234 109,100 345,666

基本目標 公正で合理的かつ効率的な行財政運営に資する 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

政策 監査水準と能力の向上 県支出金 0 0 0 0 0

施策 研修会・研究会の参加 地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 505,000 454,766 △ 50,234 109,100 345,666

各都市監査委員会が主催する総会及び研修会等に参加し、監査委員及び職員の能力向上を図るとともに情

報交換による知識の習得に努める。

【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 0 0 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等 0 0 負担金､補助及び交付金 82,000 80,800

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

監査委員と職員が参加する各都市監査委員会が主催する研修会・研究会（全国、東海地区、東海・近畿・

北陸三地区共催、静岡県）にかかわる旅費及び負担金。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 0 0

旅費 410,000 361,140 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 0 0

需用費 13,000 12,826 寄附金 0 0

役務費 0 0 公課費 0 0

委託料 0 0 繰出金 0 0

監査委員と職員が参加する各都市監査委員会が主催する総会・研修会等（全国、東海地区、三地区共催、

静岡県）に参加する。

使用料及び賃借料 0 0 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 505,000 454,766

原材料費 0 0 執行率 90.1%

適切かつ円滑な監査事務を行う上では、監査委員及び職員の研修機会を設けることが必要だが、監査日程と重

なるため調整がとれず希望の研修に参加できないことがある。

前年度は新型コロナウイルス感染拡大のため各都市監査委員会主催の総会・研修会等（全国、東海地区、

三地区共催、静岡県）は、すべて中止となり旅費等が生じなかったが、今年度は会合方式の開催となり、

各総会・研修会へ参加し能力向上と交流の場が設けられ、情報交換も行い監査業務へ活かすことができ

た。また、全議題が認定及び可決された。

各都市監査委員会が主催する研修会及び研究会等に監査委員及び事務局職員が参加できるよう調整し、監査日

程と重なる場合は柔軟に対応できるよう便宜を図る。
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【事業課題】

＜事業成果＞

【課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性】

歳出決算事業概要書
決算 (単位：円)

公債費 公債費 利子 所属 0102010100-0000 会計課

事　業 0002 一時借入金利子償還費（一般会計） 重点

区分 本年度予算現額 本年度決算額 差引額 前年度決算額 決算比較額

事業費 125,000 3,974 △ 121,026 1,338 2,636

基本目標 行政活動に伴う債権・債務処理が、適正かつ効率的に行われるようにする 財

源

内

訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

政策 公金の管理及び運用 県支出金 0 0 0 0 0

施策 確実、安全確保を基本に、公金を管理運用する 地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 125,000 3,974 △ 121,026 1,338 2,636

確実、安全確保を基本に公金を管理運用するため、一時借入金利子償還金事業において、資金計画を策定

し、安全かつ効率的な資金運用を図る。

【事業費内訳】

節 本年度予算現額 本年度決算額 節 本年度予算現額 本年度決算額

報酬 0 0 公有財産購入費 0 0

給料 0 0 備品購入費 0 0

職員手当等

0

役務費

0 0 負担金､補助及び交付金 0 0

共済費 0 0 扶助費 0 0

災害補償費 0 0 貸付金 0 0

・各担当に資金計画へ確実に入力してもらうため、資金計画の必要性を示し、入力漏れがある部署については

直接指導を行い、適正な歳計現金の額を把握する必要がある。

確実、安全な出納管理を行うため、資金計画表を活用し一時的な資金不足に対して財政調整基金からの繰

替運用等で資金調達を行う。

恩給及び退職年金 0 0 補償、補填及び賠償金 0 0

報償費 0 0 償還金､利子及び割引料 125,000 3,974

旅費 0 0 投資及び出資金 0 0

交際費 0 0 積立金 0 0

需用費 0 0 寄附金 0

・各課からの報告を基に毎月の資金計画を策定し、安全かつ効率的な資金運用を図った。

・歳計現金の実質不足に対応するため、財政調整基金の繰替運用により資金調達を行った。 過去の歳入・歳出状況の確認や各課から報告される資金計画を活用し、歳計現金の把握をする。

財政調整基金等の繰替実施期間を見極め、支出金額を最小限にする必要がある。

0 0 公課費 0 0

委託料 0 0 繰出金 0 0

・資金を確実、安全かつ効率的に運用する目的のため、資金計画表を活用して歳計現金の資金不足に対応

し、繰替運用に係る利息を支出した。

使用料及び賃借料 0 0 予備費 0 0

工事請負費 0 0 合計 125,000 3,974

原材料費 0 0 執行率 3.2%

13



.


